
項　目 旧文章（令和5年） 改定文章（令和6年4月1日一部改定） 備　考

土木工事現場必携（令和6年4月1日一部改定）　新旧対照表

ページ

５－１ 契約関係様式

（新規）

様式改定5 - 29



項　目 旧文章（令和5年） 改定文章（令和6年4月1日一部改定） 備　考

土木工事現場必携（令和6年4月1日一部改定）　新旧対照表

ページ

5 - 41
R5.10.2 改定に対して
様式改定

５－１ 契約関係様式



項　目 旧文章（令和5年） 改定文章（令和6年4月1日一部改定） 備　考

土木工事現場必携（令和6年4月1日一部改定）　新旧対照表

ページ

R5.10.2 改定に対して
様式改定

5 - 44 ５－１ 契約関係様式



項　目 旧文章（令和5年） 改定文章（令和6年4月1日一部改定） 備　考

土木工事現場必携（令和6年4月1日一部改定）　新旧対照表

ページ

5 - 46 ５－１ 契約関係様式
R5.10.2 改定に対して
様式改定



項　目 旧文章（令和5年） 改定文章（令和6年4月1日一部改定） 備　考

土木工事現場必携（令和6年4月1日一部改定）　新旧対照表

ページ

5 - 47 ５－１ 契約関係様式 様式改定



項　目 旧文章（令和5年） 改定文章（令和6年4月1日一部改定） 備　考

土木工事現場必携（令和6年4月1日一部改定）　新旧対照表

ページ

R5.10.2 改定に対して
様式改定

5 - 48 ５－１ 契約関係様式



項　目 旧文章（令和5年） 改定文章（令和6年4月1日一部改定） 備　考

土木工事現場必携（令和6年4月1日一部改定）　新旧対照表

ページ

49 ５－１ 契約関係様式 様式改定5 -



項　目 旧文章（令和5年） 改定文章（令和6年4月1日一部改定） 備　考

土木工事現場必携（令和6年4月1日一部改定）　新旧対照表

ページ

5 - 50 ５－１ 契約関係様式

（新規）



項　目 旧文章（令和5年） 改定文章（令和6年4月1日一部改定） 備　考

土木工事現場必携（令和6年4月1日一部改定）　新旧対照表

ページ

5 - 51 ５－１ 契約関係様式

（新規）



項　目 旧文章（令和5年） 改定文章（令和6年4月1日一部改定） 備　考

土木工事現場必携（令和6年4月1日一部改定）　新旧対照表

ページ

5 - 52 ５－１ 契約関係様式

（新規）



項　目 旧文章（令和5年） 改定文章（令和6年4月1日一部改定） 備　考

土木工事現場必携（令和6年4月1日一部改定）　新旧対照表

ページ

5 - 65 ５－３ 施工関係様式

作業員名簿

本書面に記載した内容は、作業員名簿として安全衛生管理や労働災害発生時の緊
急連絡・対応のために元請負業者に提示することについて、記載者本人は同意して
います。
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（様式）

令和　　　年　　　月　　　日　　　時　　　分受信

から

まで

※事故の原因、経緯、処置等

※関係機関（労働基準監督署、警察署等）対応状況

　 ・被災者の装備、自然環境の状況（河川水位等）

   ・下請負人等の商号又は名称

 　・物的被害の場合は、規模、被害額等

　 ・連絡先等

所属担当課等 担当者名 連絡先（内線）

※ ①事故現場の平面図及び簡単な状況図を添付すること。

事　　故　　速　　報　　（第　　報）

備

　

考

担

当

備　　考（病院名等）

情報の通報者名 （請負者名、第三者名等）

事

故

の

内

訳

請負者名

氏　　名 年　齢 性　別 職　　種

事

 

故

 

の

 

概

 

要

②工事事故発生確認後、直ちに電話により担当部署に連絡する。また、状況を把握でき次第、早急にメール等で監督員に本様

式により報告を行ものとし、更に詳細な状況が把握された段階で逐次報告するものとする。

令和　  　　年　  　　月　  　　日（ 　 　）　  　 　時　    　　分

被害の程度

発信者

事故発生月日

事故発生場所

工事名

工期 契約区分

受信者

天候（温度）

 本　庁　　・　　地方機関

（所属名：　　　　　　　　　　　　　）

【決裁欄】
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6 - 37 6-4 土木工事監督要領

平成29年3月1日 28建企第508号
建設企画課長通知
令和5年4月1日 一部改正

令和6年3月1日 5建企第492号
建設企画課長通知

～資料差替～
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6-5 工事現場における適正な施工体制の確
保等について

平成28年6月10日 28建企第160号
建設部長通知

平成28年6月10日 28建企第160号
建設部長通知
令和6年4月1日 一部改正
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6-5 工事現場における適正な施工体制の確
保等について

工事現場等における施工体制の点検要領
１．目的

本要領は、建設部が発注した請負工事の施工体制について、監督業務等において
把握すべき点検事項等を定め、もって工事現場の適正な施工体制の確保等に資す
るものとする。

２．適用対象
点検のうち監理技術者等の専任に関する点検は、建設業法第２６条第３項に該当す
る工事(請負金額が3,500 万円以上のもの。ただし、建築一式工事の場合は、７,000
万円以上のもの。)について行うこととする。また、施工体制台帳等に関する点検は、
下請契約を締結した工事について行うこととする。

工事現場等における施工体制の点検要領
１．目的

本要領は、建設局・都市･交通局・建築局が発注した請負工事の施工体制について、
監督業務等において把握すべき点検事項等を定め、もって工事現場の適正な施工
体制の確保等に資するものとする。

２．適用対象
点検のうち監理技術者等の専任に関する点検は、建設業法第２６条第３項に該当す
る工事(請負金額が4,000 万円以上のもの。ただし、建築一式工事の場合は、8,000
万円以上のもの。)について行うこととする。また、施工体制台帳等に関する点検は、
下請契約を締結した工事について行うこととする。

6 - 122 6-7 監督業務の基本事項
平成28年3月18日 27建企第502号
建設企画課長通知

（改定年の記載消去）

～資料差替～

6 - 134 6-8 土木工事安全施工技術指針
令和 5年3月31日
国官技第377号 一部改定

令和 6年3月5日
国官技第383号 一部改定
～資料差替～
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する実施要領

（新規）
令和 5年5月23日　5建企第98号
建設企画課長通

6 - 686 6-39 建設工事等検査要領

建設工事等検査要領  令和5年4月1日
土木工事検査基準  令和5年4月1日
その他  令和3年4月1日
愛知県建設局 一部改定

建設工事等検査要領  令和6年4月1日
土木工事検査基準  令和5年4月1日
その他  令和3年4月1日
愛知県建設局 一部改定
～資料一部差替～
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6-17　舗装工事のコア－採取位置の
選定方法


